
入札保証金の取扱いに係る入札説明書 

 

１ 入札保証について  

入札参加者は、次の各号のいずれかに掲げる入札保証を付さなければならない。なお、

入札参加者が(2)又は(3)に掲げる保証を付したときは当該保証は入札保証金に代わる担

保の提供として行われたものとし、(4)又は(5)に掲げる保証を付したときは入札保証金

の納付を免除するものとする。  

(1) 入札保証金の納付。 

(2) 入札保証金に代わる担保となる利付国債の提供。  

(3) 銀行又は市長が確実と認めるその他の金融機関（以下「金融機関等」という。）の

入札保証。  

(4) 発注者を被保険者とする入札保証保険契約の締結。  

(5) 金融機関等又は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第

２条第４項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」という。）との間に契約

保証の予約を締結しているとき。 

２ 入札保証に係る書類の提出方法について  

（1）入札保証金を現金で納付する場合  

ア 入札参加者は指定の期日までに税込みの入札金額（入札書に記載された金額に当

該金額の100分の10に相当する額を加算した金額。以下同じ。）の100分の3以上の入

札保証金を納付すること。  

イ 契約担当課において入札保証金の納付書・領収書（歳入歳出外現金）（以下「納

付書」という。）の発行を受け、入札保証金を札幌市の指定金融機関又は収納代理

金融機関（「以下「指定金融機関等」という。）に納付すること。  

ウ 納付後は、当該金融機関の領収印のある領収済の納付書の写しと入札保証金提出

書（別紙１）を入札保証に係る書類の提出書類として、指定する期日までに市長（契

約担当課）に持参又は郵送（一般書留又は簡易書留郵便に限る。必着。以下同じ。）

すること。  

（2）利付国債の提供による場合  

ア 利付国債は、証券として提供が可能なものに限る。  

イ 利付国債の額はその額面金額の100％をもって計算することとし、当該金額が税込

みの入札金額の100分の3以上であること。  

ウ 入札参加者は、指定の期日までに利付国債の証券及び「歳入歳出外有価証券納付

書」を市長（契約担当課）に持参又は郵送すること。  

（3）金融機関等の入札保証による場合  

ア 市長が確実と認めるその他の金融機関とは、原則として指定金融機関等とする。  

イ 入札参加者は、指定の期日までに税込みの入札金額の100分の3以上の保証金額で



ある保証証書を市長（契約担当課）に持参又は郵送すること。  

ウ 保証証書の内容には、次の事項を含むものとすること。  

(ｱ) 名あて人が発注者であること  

(ｲ) 保証人が金融機関等であり、押印があること。  

(ｳ) 保証委託者が入札参加者であること  

(ｴ) 保証に係る工事の工事名が入札告示に記載の工事名と同一であること。  

(ｵ) 保証委託者が契約を結ばないことによる損害金の支払いを保証する旨の記載が

あること。  

(ｶ) 保証期間は、書類の提出日から市長が指定する日までを含むものであること。  

(ｷ) 保証債務履行の請求の有効期限が保証期間経過後６か月以上確保されているこ

と。  

(4）入札保証保険による場合  

ア  入札保証保険とは、落札者が契約を結ばない場合に、保険会社が保険金を支払う

ことを約する保険であり、入札参加者は定額てん補方式を申し込むこと。  

イ  入札参加者は、指定の期日までに税込みの入札金額の100分の3以上の保険金額で

ある入札保証保険証券を市長（契約担当課）に持参又は郵送すること。  

ウ  入札保証保険証券の内容には、次の事項を含むものとすること。  

(ｱ) 被保険者が発注者であること。  

(ｲ) 保険会社の記名押印があること。  

(ｳ) 保険契約者が入札参加者であること。  

(ｴ) 契約の内容としての工事名が入札告示に記載の工事名と同一であること。  

(ｵ) 入札保証保険の普通保険約款及び特約条項その他証券に記載したところにより

入札保証保険契約を締結した旨の記載があること。  

(ｶ) 保険期間は、書類の提出日から市長が指定する日までを含むものであること。  

（5） 金融機関等又は保証事業会社の契約保証の予約による場合  

ア  保証事業会社とは、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184

号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。  

イ  入札参加者は、指定の期日までに契約保証の予約に係る契約希望金額が税込みの

入札金額以上又は保証金額が税込みの入札金額の100分の10以上である契約保証の

予約の証書を市長（契約担当課）に持参又は郵送すること。  

ウ  契約保証の予約証書の内容には、次の事項を含むものとすること。  

(ｱ) 名あて人が発注者であること。  

(ｲ) 金融機関等又は保証事業会社の記名押印があること。  

(ｳ) 予約契約者が入札参加者であること。  

(ｴ) 保証に係る工事の工事名が入札告示に記載の工事名と同一であること。  

(ｵ) 金融機関等又は保証事業会社と予約契約者との間に契約保証の予約を行ったこ



とを証する旨の記載があること。  

３  保証金額及び保証期間の変更について  

(1) 入札保証金の額は、納付後の増額等の変更を認めないものとする。そのため、入札

金額が失格判断基準を満たさず失格となり再度の入札に移行した場合であっても、金

額の変更は認めないため留意すること。 

(2) 入札保証保険の保険金額、利付国債の額、入札保証の保証金額（以下「保証の額」

と総称する。）又は契約保証の予約に係る契約希望金額若しくは保証金額は、提出後

の増額等の変更を認めないものとする。そのため、入札金額が失格判断基準を満たさ

ず失格となり再度の入札に移行した場合であっても、金額の変更は認めないため留意

すること。 

(3) 入札の延期又は落札決定の保留等により契約を締結する見込みの期日が延長した場

合、金融機関等の入札保証を提出した入札参加者は、保証期間を変更保証書の提出日

から市長が指定する新たな契約締結見込日までが含まれるように延長変更する旨の金

融機関等が発行する変更保証書を提出すること。  

４ 入札保証金の未納等又は入札保証に係る書類の不備による入札の無効  

入札保証に関し、次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。  

(1) 入札保証金の納付がないもの、納付した金額が規定の額に不足するもの若しくは領

収済の納付書の提出がないもの又は２の（２）から（５）までに掲げる入札保証に係

る書類の提出がないもの  

(2) 入札保証の保証の額又は契約保証の予約に係る契約希望金額若しくは保証金額が規

定の額に不足するもの  

(3) ２の（２）から（５）までに掲げる入札保証に係る書類に不備があるもの  

５ 入札保証金等の返還について  

(1) 入札保証金、利付国債及び金融機関等による入札保証は、次の方法により落札者の

決定後直ちに返還する。ただし、落札者に対しては当該契約を締結後直ちに返還する。 

また、入札保証保険及び金融機関等又は保証事業会社の契約保証の予約は、返還しな

いものとする。 

ア 入札保証金  

入札参加者は「入札保証金払出請求書」（別紙２）を市長（契約担当課）へ提出

する。市長（契約担当課）は当該書類の受領後すみやかに、入札保証金の払出手続

をする。  

イ 利付国債  

入札参加者は「歳入歳出外有価証券還付請求書」を市長（契約担当課）へ提出す

る。市長（契約担当課）は当該書類の受領後すみやかに払出手続をする。  

ウ 金融機関等による入札保証  

入札参加者が提出する「金融機関等の保証証書に係る受領書」（別紙３）と引き



換えに、入札参加者を経由して入札保証証書を金融機関等に返還する。  

エ  入札保証保険  

入札保証保険証券は返還しないものとする。  

オ 金融機関等又は保証事業会社の契約保証の予約  

契約保証の予約証書は返還しないものとする。  

（2） 入札保証金又は入札保証金に代わる担保としての利付国債は、落札者の申出により

契約保証金又は契約保証金に代わる担保の一部にあてることができる。  

６ 落札者が契約を結ばない場合の取扱い  

（1） 落札者が契約を結ばない場合、入札保証金及び入札保証金に代わる担保としての利

付国債は返還しないものとする。また、入札保証保険の締結又は金融機関等との間に

入札保証がなされているときはその定めに従って保証金又は保険金を請求するものと

する。  

（2） 契約保証の予約に係る予約証書を提出した落札者が契約を結ばない場合は、その者

の税込みの入札金額の100分の3の額を落札者に損害賠償として請求するものとする。  

７ 費用の負担  

入札保証金の納付又は入札保証に係る書類に必要な費用は、入札参加者の負担とする。  

８ その他  

その他ここに説明の無い事項は、札幌市契約規則（平成 4 年規則第 9 号）及び工事に

おける入札保証の取扱試行要領（平成 20 年７月１日財政局理事決裁）等によるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


